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第1節はじめに
　監査基準・第三　実施基準・一基本原則3は、「監査人は、自己の意見を形成するに足る合理的
な基礎を得るために、経営者が提示する財務諸表項目に対して、実在性、網羅性、権利と義務の帰
属、評価の妥当性、期間配分の適切性及び表示の妥当性等の監査要点を設定し、これらに適合した
十分かっ適切な監査証拠を入手しなければならない。」と規定している。この規定は、次の3つの
部分から構成されている。
　◆　監査人は、監査意見を形成する合理的な基礎を得るという目的を有すること。
　◆　監査人は、この目的のために、経営者が提示する財務諸表項目に対して、監査要点を設定す
　　　ること。
　◆　監査人は、設定した監査要点に適合する十分かっ適切な監査証拠を入手しなけれぼならない
　　　こと。
　監査基準の規定はこのような3っの部分に分けることができるが、このうち監査要点と監査証拠、
とくに監査証拠にっいては、従来より監査専門書においてかなり論議されてきており、その概念や
監査論上の意義、内容、種類等について理論的な整理がなされているD。
　その反面、「合理的な基礎」の概念にっいては、必ずしも十分に検討されてきているとはいいが
たい。この概念自体は新しいものではなく、昭和41年4月改訂の監査実施準則3において「監査人は、
財務諸表に対する意見を表明するため、監査対象の重要性、危険性その他の諸要素を十分に考慮し
て、合理的な基礎を得るまで監査を実施しなければならない。」と規定されていた。しかしながら、
合理的な基礎の概念の形成過程、監査証拠や監査要点との関係、さらに重要である監査人の形成す
る心証、すなわち監査意見との関係については、十分理論的に解明されたとはいいがたいものであ
る2）。また、これに関連して監査証拠と監査要点との関係についても、明確に解明されているもの
ではない。合理的な基礎という概念は、監査人による財務諸表監査の最終目的3）である監査意見
の形成に直結するものであるだけに、その理論的意義についてはとくに明確にしておく必要がある。
　そこで、本稿では、監査証拠と監査要点の意義および内容にっいて検討したうえで、立証すべき
監査対象の分解4＞と立証命題の分割という監査独自の検証の仕方にっいて考察し、これらを踏ま
1）　たとえば、田島〔1961〕や石田〔1978〕がある。
2）監査論の古典型書物である日下部〔1975〕では「合理的基礎」という表現で、次のように記述されてい
　た（日下部〔1975〕pp，97－98）。
　　「財務諸表に対する監査人の意見は、常に確固とした根拠にもとつく帰納的な結論であることを要し、
　単なる憶測や推論であってはならない。各財務諸表項目の適否を立証し意見の裏付けとなる各種の資料、
　すなわち『証拠』（evidence）を十分に収集し、これを総合的に判断して結論としての監査意見に到達す
　ることが必要であって、このような証拠の入手とその帰納的判断こそ監査意見の合理的基礎を形成する
　ものである。」
　　しかし、この考え方においても十分理論的に解明されているとはいいがたい。
3）　財務諸表監査の最終目的は監査人が監査意見を表明することである。監査基準は「財務諸表の監査の目
的は、…（中略）…監査人が自ら入手した監査証拠に基づいて判断した結果を意見として表明することで
ある。」（監査基準・第一　監査の目的）としている。
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えたうえで、監査証拠、監査要点および合理的な基礎の三者の相互関係について検討することにす
る。
第2節監査証拠
1．監査証拠の意義
　財務諸表監査とは、「財務諸表は、被監査会社の財政状態、経営成績およびキャッシュ・フロー
の状況を適正に表示している。」という最終的な命題を立証するための活動であり、そのほとんど
は監査証拠の入手と評価に集約される。モントゴメリーは、「財務諸表に対する意見を形成する際
の監査人の作業の大部分は、当該財務諸表において具体化される経営者の言明（management’s
assertions）に関する証拠の入手および評価からなる。財務諸表に対する意見表明を可能とするた
めには、監査人は、それらの言明に関係する具体的な監査目標を設定し、次に、当該目標が達成さ
れているかどうかについての証拠の入手および評価を行うための監査テストを立案し、実施しなけ
ればならない。監査のプロセスを通じて、監査人は、入手した証拠が監査意見の形成に適格かつ十
分であるかどうかについて判定する必要がある。」（0’Reillyθ’躍〔1998〕p．6・2、中央〔1998〕
p．211）と述べている。
　監査証拠（audit　evidences）とは、監査人が財務諸表の適正性に関する立証活動を行うに際し
て数十種類の勘定科目のそれぞれに設定した数種類の監査要点を立証するために、監査人が収集
した種々の事実、文書、財貨、およびその他の情報のうち、当該監査要点の立証に適合できたも
のである。つまり、監査人が立証活動に用いるすべての事実、文書、財貨、またはその他の情報
を監査証拠とよぶわけではない。監査人が立証活動に用いるこれらの資料は証拠資料（evidential
matters）とよばれ、いわば監査証拠に転化する潜在的能力をもつものである。監査証拠とは、こ
うした証拠資料のうち、監査人が監査手続を適用して監査対象としての帳票を検証した結果、帳票
に記載された事項の存否、およびそれに関連する帳票自体の正否や当否の立証、すなわち監査要点
の立証に用いることができた資料のことである。監査基準委員会〔2006c〕は、監査証拠とは、「監
査人が監査意見を形成するに足る合理的な基礎を得るために入手するすべての情報」（監査基準委
員会〔2006c〕3項）をいうとして、監査人が入手した情報のうち、合理的な基礎を得るためのも
のに限定している。
　かかる監査証拠は、監査要点を立証するために、十分性と適切性という2つの要素を有していな
けれぼならない。
4）「分解」とは、「①一体をなすものを個々の要素に分けること。②合成物がその構成要素に分かれること。
③化合物が、二種以上の物質に分かれること。」であり、また、それぞれ分かれることである。「分割」とは、
　「いくつかに分けること。分けて別々にすること。」（以上、広辞苑第6版）である。広辞苑の説明からすれば、
分解と分割の意味は多分同じなのであろうが、分解のほうが分割に比べて対象の具象性が高いと思われる。
　そこで、本稿では、具象性の高い監査対象に分解という用語をあて、具象性の低い立証命題を分割として
表現することにする。
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2．十分かつ適切な監査証拠
（1）十分かっ適切な監査証拠と虚偽表示のリスクとの関係
　監査人は、入手した監査証拠が監査要点を立証するのに十分かつ適切であるかどうかについて、
監査人自身で評価する。
　監査基準・第三　実施基準・一基本原則3は、「監査人は、自己の意見を形成するに足る合理的
な基礎を得るために、経営者が提示する財務諸表項目に対して、実在性、網羅性、権利と義務の帰属、
評価の妥当性、期間配分の適切性及び表示の妥当性等の監査要点を設定し、これらに適合した十分
かっ適切な監査証拠を入手しなければならない。」として、合理的な基礎を得るという目的のために、
監査要点に適合する十分かっ適切な監査証拠の入手を求めている。
　監査基準・第三　実施基準・一基本原則3の規定を図示すれば、次の《図表1》のようになる。
《図表1》監査基準・第三　実施基準・一基本原則3の規定内容
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　監査人は、十分かっ適切な監査証拠の入手に際して、被監査会社の虚偽表示のリスクの程度を考
慮する必要がある。その理由は、虚偽表示のリスクの程度は被監査会社ごとに異なるため、それぞ
れの被監査会社の虚偽表示のリスクの水準に見合う十分かつ適切な監査証拠を入手しなければなら
ないからである。虚偽表示のリスクは固有リスクと統制リスクから構成されるため、固有リスクか
統制リスクのいずれかまたはその双方が高ければ、それらのリスクをカバーするだけの十分な監査
証拠が必要となる。
　監査人は、被監査会社の固有リスクと統制リスクを検討する際には、内部統制をふくむ被監査会
社そのものについて理解しなければならない。ここで理解すべき事項には次のような項目がある（監
査基準委員会〔2006b〕20項、25項一93項）。これらは、被監査会社に虚偽の表示を発生させる原因
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となる企業の内部要因としてまとめることができる5）。
①企業の事業活動等と会計方針の選択および適用
②企業目的および戦略ならびにそれらに関連して財務諸表の重要な虚偽の表示となる可能性の
　　ある事業上のリスク
③企業の業績の測定とその検討
④　内部統制
①は、企業の事業運営、ガバナンス、投資の状況、企業グループの構成、そして資金調達の方法
と、それらに関連する会計方針の選択・適用についての理解である。
　②の事業上のリスクは非常に幅広いものである。企業は産業や規制その他の内外の要因に沿って
事業を行っているが、事業リスクは企業の事業を阻害する要因である。事業リスクの発生原因は、
たとえば、企業目的の達成や戦略の遂行に悪影響を与え得る重大な状況、事象、環境および行動、
または不適切な企業目的や戦略の設定などさまざまなものが考えられる。また、ここでいう事業リ
スクには重要な虚偽表示のリスクもふくまれる。
　③は企業の業績の測定に関するものである。企業内外における企業の業績評価は当該企業の経営
者への圧力となる。このため、経営者は自社の業績について分析したり改善策を講ずることもある
が、場合によっては財務諸表に虚偽の表示を行うこともある。したがって、監査人が企業の業績の
測定について理解することは、経営者が企業内外からの業績に対する圧力によって虚偽表示のリス
クを増大させるような行動を取るかどうかを監査人が検討する際に役立つ。ここで用いられる情報
には、財務情報のみでなく財務情報以外の情報もふくまれる。たとえば、財務以外の指標もふくむ
重要な業績指標、予算、差異分析、セグメント情報、競合企業との業績比較のような情報であり、
これには企業内部の情報とアナリストや格付機関の報告書のような企業外部の情報の両者をふくん
でいる。
　また、監査人は、被監査会社の内部統制を理解することによって、発生する可能性のある虚偽表
示の種類を明確にし、重要な虚偽表示のリスクに影響を与える要因を検討できるようになる。そし
て、その検討結果を、適用するリスク対応手続の種類、その実施時期および実施範囲の決定に役立
てることができる。このため、内部統制の理解は当該企業および監査人にとって非常に重要なもの
となる。
　被監査会社の虚偽表示のリスクの程度は、最初は、監査計画の策定段階において評価される。監
査計画の策定、すなわち、必要と考えられる監査手続の種類、その実施時期および実施範囲を策定
するということは、監査人が被監査会社の虚偽表示のリスクの程度を評価し、これに応じた監査証
拠の十分性と適切性のおおまかな水準を設定するということである6）。
　虚偽表示のリスクの水準に見合う監査証拠は監査証拠の十分性と適切性として認識され、これら
は次の3点に要約される（監査基準委員会〔2006c〕7項）。
（2）監査証拠の十分性
監査人は、監査要点を立証するために、監査手続を用いて、監査要点の立証に対して十分と考え
5）　監査基準委員会〔2006b〕20項には、企業および企業環境の例として、「産業、規制等の外部要因」も示
　されているが、これは企業外部の要因であるため本稿での検討からははずしてある。
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られる量の監査証拠を入手しなければならない。監査証拠の十分性とは監査証拠のもつ量の問題で
あり、監査要点の立証にとって十分なまたは過不足のない量の監査証拠のことである。
　監査基準委員会〔2006c〕は監査証拠の十分性について、「十分性は、監査証拠の量の問題である。」
（監査基準委員会〔2006c〕7項）としているだけで、監査要点の立証との関係を示していない。し
かし、当然ながら監査要点の立証との関係において十分性を考えるべきである7）。
　監査証拠の十分性は立証しようとする勘定科目に発生し得る虚偽表示のリスクの程度によって影
響を受ける。ある勘定科目に虚偽の表示が発生する可能性が高いか、または発生したときにその程
度が高いと思われる場合には、それに応じた十分な量の監査証拠が必要となる。すなわち、比較的
不正や誤謬が発生しやすい現金預金、受取手形、有価証券などの科目については、その不正や誤謬
が発生する可能性や重要性の程度に応じた十分な量の監査証拠が必要である。逆に、虚偽表示のリ
スクが発生する可能性が低い科目、たとえば資本金のような科目には、その程度に応じた監査証拠
でよい。
　監査証拠の十分性は、また、監査証拠の質によっても影響を受ける。もし、入手した監査証拠の
質が劣っていれば、それをカバーするためにより多くの監査証拠が必要となる。逆に、入手した監
査証拠の質が高ければ、それに応じて少ない量の監査証拠でよい。
　監査証拠の十分性の評価は、監査計画の策定の段階ではなく、監査手続を適用する過程を通じて
行われる。すなわち、監査証拠を入手するたびに累積した監査証拠の量が監査要点の立証の程度の
十分性と比較され、なお十分でないと判断されれば、十分性を満たすために当該監査要点の立証に
関する別の監査証拠を入手する作業が継続される。
（3）監査証拠の適切性
　監査人が入手する監査証拠は、十分な量が必要であるばかりでなく、監査要点の立証にとって適
切でなければならない。監査証拠の適切性とは監査証拠のもつ質の問題である。すなわち、被監査
会社が計上する取引、事象8）、勘定残高、そして財務諸表の開示9）に関連する監査要点を立証した
り虚偽の表示を発見したりするために、監査人が入手する監査証拠の質の問題である。
6）　監査基準委員会〔2006a〕は、「監査人は、監査計画の策定に当たって、計画活動の時期及び監査手続の
実施の時期を検討するが、これらの中には、財務諸表項目レベル、すなわち取引、勘定残高、開示等に関
連する経営者の主張ごとの暫定的に評価した、重要な虚偽表示のリスクに対応する監査手続の実施前に完
了しなければならない事項があることに留意する。」（監査基準委員会〔2006a〕一部修正）として、次の6
項目をあげている。
　◆　監査チーム内の討議
　◆　監査上の重要性の決定
　◆企業に適用される法規の枠組み及び企業がそれをどのように遵守しているかについての全般的な理
　　　解
　◆　専門家の業務の利用の程度の決定
　◆　内部統制を含む、企業及び企業環境の理解を基礎として重要な虚偽表示のリスクを評価する監査手
　　　続として適用される分析的手続の実施
7）監査要点の立証との関係において考えるという点では、次の適切性も同様である。
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　監査証拠の適切性は、監査要点への適合性と監査証拠のもつ証明力に分けられる。
①監査要点への適合性
　監査人が収集した証拠資料のうち監査要点の立証に利用できたものを監査証拠という。監査要点
の立証に利用できない証拠資料は、監査証拠に転化し得るものではなく単なる資料にすぎない。た
とえば、監査基準委員会〔2006c〕は、「期末日後の売掛金の回収に関連した記録や文書の閲覧は、
売掛金の期末日における実在性と評価の妥当性の両方に関する監査証拠を提供するが、売掛金の
期間帰属の適切性については必ずしも監査証拠を提供しない。」10）（監査基準委員会〔2006c〕8項）
としている。この場合、監査基準委員会〔2006c〕によれば、期末日後の売掛金の回収に関連した
記録や文書という証拠資料は、売掛金の期末日における実在性と評価の妥当性の両方を立証する資
料となるので監査証拠に転化するが、売掛金の期間帰属の適切性という監査要点については、それ
を立証しないので監査証拠にはなり得ないことになる。
　このように、適切な監査証拠となるための適切性の第1の条件は、収集した証拠資料が監査要点
の立証に利用できることである。
　②監査証拠の証明力
　監査証拠の適切性の第2の条件は、収集した証拠資料が監査要点を立証するのに十分な証明力を
有していることである。監査証拠の証明力とは、監査証拠が監査要点を立証する強さの程度である。
監査証拠の証明力の強弱は、入手した監査証拠の情報源、種類または入手の状況などによって異な
るため一律に確定できるものではないが、一般的には次のようにいえる（監査基準委員会〔2006c〕
9項一部修正）。
　◆　企業から独立している情報源から入手した監査証拠の証明力は、企業から独立していない情
　　　報源から入手した監査証拠の証明力よりも強い。
　◆　内部統制が有効に機能している企業から入手した監査証拠の証明力は、内部統制が有効に機
　　　能していない企業から入手した監査証拠の証明力よりも強い。
　◆　監査人が直接に入手した監査証拠の証明力は、監査人が間接的または推測によって入手した
8）AICPA〔1994〕および鳥羽他〔1996〕によれば、取引と事象は次のように定義される（AICPA〔1994〕p．35、
　鳥羽他〔1996〕p．57）。
　　「取引」とは、事業体と外部関係者との間で行われる交換である。財や用役の販売または購入は取引の
　例である。「事象」とは、財務報告に影響を及ぼす別の出来事である。たとえば、売買目的有価証券の市
　場価値が取得原価未満に下落することや、在庫として保有している商・製品の価値の下落は、財務報告
　　に影響を与える事象である。
9）取引と事象は期中の会計処理に影響を及ぼす概念であり、これによって勘定残高が決定する。勘定残高
　と財務諸表の開示は期末の財務諸表の表示に関する概念である。
10）　監査基準委員会〔2006c〕によるこの表現は、次の2つの点で少々誤解を生む可能性がある。
　◆　期末日後の売掛金の回収には、場合によっては、その直前時点で発生した売掛金の回収もふくむこと
　　があり得る。このため、期末日現在の売掛金残高の実在性という監査要点に必ずしも適合するとは限
　　　らないこと。
　◆　「売掛金の期末日における実在性」を立証する監査証拠は、同時に「売掛金の期間帰属の適切性」につ
　　　いても立証することになると考えられること。
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　　監査証拠の証明力よりも強い。
◆　媒体のいかんを問わず文書化された監査証拠の証明力は、文書化されていない監査証拠の証
　　明力よりも強い。
◆　原本である監査証拠の証明力は、コピー等の原本ではない監査証拠の証明力よりも強い。
監査証拠の証明力は、こうしたことから、適用する監査手続と密接な関係をもっことになる。
（4）監査証拠の証明力と監査手続との関係
　監査手続は、特定の勘定に適用される個別監査手続とすべての勘定に適用できる一般監査手続に
分類される。
　個別監査手続は、被監査会社（およびそのグループ）から独立している情報源から監査人が直接
入手した具体的な事実としての監査証拠（これを外部証拠という。）と被監査会社の会計記録とを
照合することによって、その会計記録の正しさを検証しようとする監査手続である。これには実査、
立会および確認の3つの手続がある。
　個別監査手続は、被監査会社等から独立した情報源から監査証拠を入手して会計記録を検証する
手続であるため、「記録と事実の照合」という性格をもつ。「記録」が被監査会社の会計記録であり、「事
実」が被監査会社等の外部から入手した監査証拠をさす。個別監査手続は、事実を利用することに
よって証明力の強い監査証拠を用いて検証しようとする手続である。これにより、会計記録の存否、
正否または当否等を直接的に立証することができる。このため、貸借対照表科目の財務諸表項目の
検証に用いられることが多い。また同じく事実を用いることからその適用範囲は限られる。このた
め、個別監査手続を適用するにあたっては、当該監査の環境や被監査会社の内部統制の状況を考慮
して決定する必要がある。
　一般監査手続は個別監査手続以外の監査手続と分析的手続とからなる。個別監査手続以外の監査
手続は、取引記録の検証や財務諸表項目の検証に際して、帳簿どうしを突合したり証愚書類と各種
の帳簿とを突合したりする手続として広く利用される。この手続は、個別監査手続のように被監査
会社の会計記録を直接的に立証するもの（証慧突合）もあるll）が、それ以上に、被監査会社のあ
る会計記録と別の会計記録との照合が中心となる。このため、一般監査手続は、「記録と記録の照合」
という特徴をもつ。
　一般監査手続は、被監査会社等の内部の情報源から入手した証拠（これを内部証拠という。）を
用いて検証しようとする手続であるため、会計記録の直接的な立証というよりも、被監査会社の会
計記録どうしの整合性を追及する12）監査手続が中心となる。また、そこで用いられる監査証拠は
内部証拠であるためその証明力は弱く、状況証拠の追及という性格が強く、また、作業量が大きく
かなりの時間と労力を要するという性格をもつ。しかし、一般に広く用いられる手続である。
　分析的手続は、被監査会社の会計記録と監査人が推定したデータとを比較して、それらが合理的
に対応しているかどうかを検討する手続である。このため、これは「記録と推定の照合」といわれ
る。分析的手続は、会計記録の存否・正否または当否等を直接的に立証したり、会計記録どうしの
整合性を立証したりする手続ではなく、被監査会社の会計記録と監査人が推定したデータとの間に
lD　しかし，ここで用いられる証懸は外部証拠とはいわない。その理由は，被監査会社（およびそのグループ）
　から独立している情報源から監査人が直接入手した証拠ではないからである。
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矛盾がないかどうかを検証する手続である。
第3節監査要点
1．勘定科目への分解と監査要点への分割
　監査基準の第四　報告基準・一基本原則3は、「監査人は、監査意見の表明に当たっては、監査
リスクを合理的に低い水準に抑えた上で、自己の意見を形成するに足る合理的な基礎を得なければ
ならない。」として、合理的な基礎の確立を求めている。
　監査人は、財務諸表の適正性に関する監査意見を表明するために、監査手続を適用して、財務諸
表の適正性を立証する十分かつ適切な監査証拠を入手する。しかし、財務諸表の適正性という命題
を直接的に立証する監査証拠は存在しない。このため実際の監査にあっては、監査人は、財務諸表
を勘定科目などの小さな立証単位に分解することと、適正性という立証命題を監査要点という個別
的・具体的な命題に分割して立証するという方法を採用する。つまり財務諸表全体を直i接的に立証
する代わりに、勘定科目等を立証対象として、その勘定科目ごとに設定した監査要点を立証しよう
とするのである。
（1）監定科目への分解
　監査人は、「財務諸表が、被監査会社の財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況を
適正に表示している。」という財務諸表に関する最終的な立証命題を直接的に立証することはでき
ない。このため、財務諸表全体を直接的に立証する代わりに財務諸表を数十種類の勘定科目に分解
し、これを監査人が立証すべき単位として設定する。または、立証すべき各勘定科目をさらに立証
しやすい単位（すなわち、内訳明細表、計算シートあるいは伝票などの各種帳票）に細分解し、こ
の細分解された各種帳票を直接の立証対象として立証することもある。そして、監査人は、これら
の各立証単位のそれぞれについて監査担当者を割り当て、立証単位ごとにその適正性を立証しよう
とするのである。
　監査担当者は、その監査の結果によって各勘定科目の適正性を検討する。または、各種帳票に細
分解して監査を実施した場合には、これらの帳票の監査結果を統合して各勘定科目の適正性を検討
することになる。この場合の検討は、具体的には監査の結果検出した監査要点への阻害事項（検出
事項）を集計し、その集計結果と監査人自身が設定した財務諸表項目レベルの重要性基準値とを比
較することによって行われる。
12）　監査基準委員会〔2006c〕は次のように述べている。
　　5．…（前略）…監査人は、会計記録をテストすることによって監査証拠を入手する。例えば、比較や分析、
　　財務報告の作成プロセスで実施されている手続の再実施、及び複数の用途に利用される同一情報の調
　　整がある。監査人は、監査手続の実施を通じて、会計記録が相互に整合しており、財務諸表と合致す
　　　ると判断する。…（後略）
　　12。監査人は、複数の情報源から入手した監査証拠又は異なる種類の監査証拠が相互に矛盾しない場合
　　　には、通常、個々の監査証拠より高い心証を得られる。一方、複数の情報源から入手した監査証拠又
　　　は異なる種類の監査証拠に矛盾がある場合には、証明力がない場合もある。…（後略）
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（2）監査要点への分割
　勘定科目の適正性という場合、適正性という概念があまりにも大き過ぎかつ抽象的過ぎるため、
これを直接的に立証することはできない。そこで、勘定科目の適正性を直接的に立証する方法に代
えて、適正性命題を分割して立証すべき小命題としての具体的な監査要点を設定する。監査人は勘
定科目や各種帳票を立証対象として、設定された監査要点を立証する。監査要点の具体例は次に示
すとおりである。
　①監査基準における監査要点
　監査基準・第三　実施基準・一基本原則3は「監査人は、自己の意見を形成するに足る合理的な
基礎を得るために、経営者が提示する財務諸表項目に対して、実在性、網羅性、権利と義務の帰属、
評価の妥当性、期間配分の適切性及び表示の妥当性等の監査要点を設定し、これらに適合した十分
かつ適切な監査証拠を入手しなければならない。」として、監査人が設定すべき監査要点を大きく
まとめている。
　監査基準のこの規定は適切であるように考えられるが、次の2つの考慮すべき問題点をふくんで
いる。
　1つは、被監査会社が行った会計処理が、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（Generally
Accepted　Accounting　Principles，　GAAP）に準拠して適正に行われているかどうか、すなわち会
計処理の適切性が監査要点として設定されていないことである。そもそも財務諸表監査とは、財務
諸表が全体として適正であるという財務諸表に関する最終的な命題を立証することであるが、こ
の最終的な立証命題は財務諸表がGAAPに準拠して適正に作成されているという命題に置き換え
ることができる。しかし、この財務諸表のGAAPへの準拠1生はあまりにも大きな命題であるため、
監査人は直接的にこれを立証することはできない。そこで、監査人はこれを分割して、個々の会計
処理がGAAPに準拠して適正に行われているという小命題に置き換えて立証することになる。監
査人はこの小命題を立証し、この立証を積み上げていって財務諸表のGAAPへの準拠性という最
終的な命題を立証するのである。つまり、監査人が立証すべき最初の命題は、個々の会計処理が
GAAPに準拠して適切に行われているという命題であり、これは同時に最初の監査要点となるはず
である。しかし上記の監査基準には、この最初の監査要点となるべき会計処理の適切性という監査
要点が設定されていないのである。
　他の1つは、監査要点の設定対象を「財務諸表項目に対して」としていることである。監査要点
は財務諸表項目つまり期末の勘定残高だけに対して設定するものではなく、期中の取引記録につい
ても同様に設定しなければならないものである。すなわち、取引記録の信頼性という監査要点は必
要不可欠なのである。その理由は、財務諸表項目は期首残高に当期の期中取引を加減したものであ
るため、期中の取引記録に何らかの不備があればその不備が期末残高に大きく影響することから、
取引記録の信頼性という会計システムそのものも検証しなければ取引記録に内在する不備な点が看
過されて期末の勘定残高にふくまれてしまうことになるからである。また、同時に、取引記録の信
頼性という監査要点がなければ、内部統制の運用状況の検証として期中の取引記録の監査を実施す
る際に立証すべき監査要点がなくなってしまうことにもなる。したがって、監査基準においては取
引記録の信頼1生に関する監査要点も設定すべきなのである。
　監査基準は、このような2つの問題点はふくむものの財務諸表項目にっいて数例の監査要点を示
している。《図表2》のとおりである。監査基準が示している財務諸表項目にっいての監査要点は、
企業の経営活動の結果としての期末の勘定残高の妥当性と財務諸表の表示の妥当性としてまとめる
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ことができる。
《図表2》監査基準における監査要点の例
監査要点 監査要点の内容
実在性 貸借対照表に計上されている資産、負債および純資産が、貸借対
ﾆ表日現在ですべて実在していること。
網羅性 貸借対照表に計上されている資産、負債および純資産は、被監査
?ﾐに係るすべての資産、負債または純資産を網羅していること。
権利と義務の帰属 貸借対照表に計上される資産、負債および純資産は、その帰属す
ﾗき適切な会計期間に計上されていること。
評価の妥当性 貸借対照表と損益計算書に計上されている資産、負債、純資産、
精vおよび費用は、適正に評価されたものであること。
期間配分の適切性 損益計算：書に計上される費用および収益は、その帰属すべき適切
ﾈ会計期間に計上されていること。
表示の妥当性 貸借対照表、損益計算書またはキャッシュ・フロー計算書に記載
ｳれている科目や金額は、財務諸表の表示に関する規則にしたがっ
ﾄ適切に区分され、正しく表示されていること。
　②日本公認会計士協会における監査要点
　日本公認会計士協会（Japanese　lnstitute　of　Certified　Public　Accountants、　JICPA）も監査基準
委員会〔2006c〕において独自の監査要点を設定している13）。しかし、会計処理のGAAPへの準拠
性という監査要点が設定されていないことは、監査基準の場合と同様である。ただ、JICPAは、監
査基準とは違って、監査要点を期中の取引や会計事象に関するものもふくめて3つに分けて示して
いる。JICPAが設定した監査要点について、その内容とあわせて《図表3》で示してみる。
13）JICPAが監査基準委員会〔2006c〕で示しているのは正確にいうと経営者の主張である。　JICPAは、経営
　者の主張と監査要点との関係にっいて、「経営者の主張に対して監査要点を設定」（監査基準委員会〔2006c〕
　16項、17項）するとしている一方で、「経営者の主張をそのまま監査要点として利用することもある」（監
　査基準委員会〔2006c〕18項）としており、経営者の主張と監査要点との関係を多角的に考察している。こ
　れに対して監査基準は、「監査人は、…経営者が提示する財務諸表項目に対して…監査要点を設定し」（監
　査基準・第三　実施基準・一基本原則3）として、経営者の主張と監査要点との関係を明確に示している。
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《図表3》』CPAにおける監査要点の例
分類 監査要点 監査要点の内容
発生 記録された取引や会計事象が発生し、企業に関係している
ｱと。
監査対象
匇ﾔの取
?竕?v
柾ﾛに係
骭o営者
ﾌ主張
網羅性 記録すべき取引や会計事象がすべて記録されていること。
正確性 記録された取引や会計事象に関する金額や他のデータが、
ｳ確に記録されていること。
期間帰属の適切性 取引や会計事象が正しい会計期間に記録されていること。
分類の妥当性 取引や会計事象が適切な勘定科目に記録されていること。
実在性 資産、負債および純資産が実際に存在すること。期末の勘
闔c高に
Wる経営
ﾒの主張
権利と義務 企業は資産の権利を所有しており、負債は企業の債務であ
驍ｱと。
網羅性 記録すべき資産、負債および純資産がすべて記録されてい
驍ｱと。
評価と期間配分 財務諸表にふくまれる資産、負債および純資産が適切な金
zで記録され、評価または期間配分に係る修正が適切に記
^されていること。
表示と開
ｦに係る
o営者の
蜥｣
発生および権利と
`務
開示されている取引、会計事象およびその他の事項が発生
ｵ、企業に関係していること。
網羅性 財務諸表に開示すべき事項がすべて開示されていること。
分類と明瞭性 財務情報が適切に表示され開示が明瞭であること。
正確性と評価 財務その他の情報が適正かつ適切な額で開示されている
ｱと。
（出所）監査基準委員会〔2006c〕17項一部修正。
監査人は、以上のJICPAが示した監査要点を参考に、被監査会社の財務諸表にふくまれる勘定科
目の虚偽の表示の可能性やその属性等を考慮して、具体的な監査要点を設定することになる。
2。監査要点の立証
（1）取引記録の監査
　取引記録の監査（test　of（recorded）transactions，　TOT）とは、被監査会社が期中に行った取引
や会計事象に関する取引記録の信頼性を検証する監査である。この監査は、主として期中に実施さ
れることから期中監査（interim　audit）とよばれることが多い。期中監査という用語は監査を実施
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する時期に関する用語であるが、その監査目的が取引記録の監査であることから、このように用い
られている。
　取引記録の監査の目的14）は次のとおりである。
　◆　被監査会社の内部統制の運用状況が、設計したとおりに有効に機能しているかどうかにっい
　　　て検証すること。
　◆　被監査会社の取引と事象に関する取引記録が、GAAPに準拠して適時かつ適切に会計処理さ
　　　れているかどうかについて検証すること。
　取引記録の監査は、この2点について、個々の会計伝票を監査対象として、その計上や、試算表・
元帳・補助簿等への転記の適切性・正確性などを検証するものである。この監査は、まとめて会計
システムの妥当性の検証と表現することができる。このため、取引記録の監査の監査要点は、取引
記録の発生、網羅性、正確性、正当性、合理性、期間帰属の適切性、分類の妥当性などとなる。
　取引記録の監査においては、まず、被監査会社の業務処理手続や承認手続について、内部統制質
問書やフローチャートに記載されている業務処理手続と、実際に行われている業務処理との問に相
違はないかどうかについて検証する。その理由は、これらの手続が内部統制質問書等に記載されて
いても実際には実施されていないことが考えられるからである。とくに、内部統制質問書等に記載
された業務処理手続が実施されていなかったり、上席者による承認手続がフローチャートの記載ど
おりに行われていなかったりすれば、内部統制が実際に有効に機能しているとはいえないこともあ
り得るので、このような諸手続の実施状況については慎重に検証する必要がある。
　次いで、会計記録の正確性、信頼性、網羅性、実在性等の監査要点が、取引の開始から財務諸表
の作成にいたるまでどうやって保証される会計システムになっているかについて、実際の業務処理
や承認手続に即して検証する。つまり、これらの監査要点が、実際の内部統制の運用状況である会
計処理業務の流れとどのように関連づけられているか、また、会計処理に関する内部統制、すなわ
ち、業務処理規定、職務分掌規定、権限規定、承認規定などの各種諸規定よる規制内容がどの程度
有効に機能し、どのように会計伝票に反映されているかについて検証する。
　内部統制の運用状況の検証にあたっては、出納取引、販売取引サイクル、購買取引サイクル等の
主要な取引サイクルごとに検証するのが有用である15）。
　監査人は、取引記録の監査において、母集団である膨大な会計データからサンプルとしてのごく
少量の検証データを抽出して、サンプルが上記の監査要点に適合しているかどうかについて検証す
る16）。サンプルが監査要点に適合していれば、被監査会社の内部統制の運用状況は設計したとおり
に有効に機能し、かつ、GAAPに準拠して適時かっ適切に会計処理されていると判断することがで
きる。この場合、被監査会社の会計システムは妥当であると判断される。
　もし、サンプルの一部に監査要点への適合性に不備があるものが発見された場合には、被監査会
社の内部統制の運用状況に欠陥があると考えられる。監査人はこの欠陥を一過性のものなのか構造
14）　ここでは取引記録の監査の目的を監査基準委員会〔2007〕でいう運用評価手続での監査の目的と同義で
　用いている。
15）あるいは、取引サイクルを業務ごとに分けて実施するほうが合理的な場合もある。この場合、たとえば
　販売取引サイクルにおいては、受注、出荷、売上計上、請求および代金回収などの業務区分ごとに実施す
　ることになる（監査基準委員会〔1994〕13項一部修正）。
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的なものなのかを慎重に判断し、構造的なものであれば徹底的にその発生原因を究明しなければな
らない。その理由は、被監査会社の取引記録は1年間の事業年度内で大量に発生するが、これらは
分類、集計、整理されて該当する勘定の期末残高を構成することになるため、サンプルにふくまれ
る不備が非常に小さなものであっても、その不備が期末残高に大きく影響することになるからであ
る。
　こうしたことから、取引記録の監査においては、監査要点に対する不備があった場合に、その発
生原因を徹底的に究明しなければならない。このため、取引記録の監査の特徴として、サンプルが
有する監査要点への不備については重要性をまったく考慮してはならないことがあげられる。つま
り、サンプルに監査要点への不備が発見された場合、重要性をまったく考慮せずに、仮にそれが小
額であったとしても必ずその原因を究明しなければならないのである。とくに、コンピュータ・プ
ログラムに欠陥があり、これがサンプルの不備に関連していると思われる場合には、その欠陥は一
定の条件のもとにおいては必ず発生することになるので、その発生原因を徹底的に究明する必要が
ある。
（2）財務諸表項目の監査
　財務諸表項目の監査とは、期末の勘定残高の妥当性などについて検証する監査である。この監査
は、主として期末に実施されることから期末監査（year－end　audit）とよぼれることもある。また、
中間期末に行われる中間期末監査（semi　year－end　audit）も、中間期末時点での各勘定の残高の
妥当性などについて検証するのでこれも財務諸表項目の監査に分類される。
　財務諸表項目の監査の目的は次のとおり3つある。
　◆　期末の勘定残高が妥当であるかどうかについて検証すること。
　◆　財務諸表の表示と開示が妥当であるかどうかについて検証すること。
　◆　後発事象や継続企業の前提など利害関係者に対して提供する被監査会社に関する情報が適切
　　　であるかどうかについて検証すること。
　まず、期末の勘定残高の監査は、勘定残高の妥当性を直接的に立証する監査と、期末日前後の取
引の期間帰属の妥当性や期末の不正な取引の有無を検証する期末日前後の取引記録の監査の2種類
に分かれる。前者は期末残高の直接的な立証であるが、後者は、期末日前後の取引記録を検証する
ことによって、期末の勘定残高に期間帰属が不当な取引や利益操作17）を意図した不正な取引が計
上されていないかどうかを確かめるものである。この監査は、TOTと同様に期中の取引記録を監
査対象として実施されるものではあるが、TOTとは異なって、被監査会社の内部統制の運用状況
の有効性を評価する目的で行われるものではなく、あくまでも期末の勘定残高に不当なまたは不正
な取引が混入していないかどうかを確かめるために、期末の勘定残高の監査の一環として実施され
16）　監査論上、こうした監査の手法を試査という。試査には、サンプリングによる試査と特定項目抽出によ
　る試査の2種類がある。前者は、一部の項目に対して監査手続を実施した結果をもって母集団全体の特性
　を評価する目的をもつ試査であり、後者は、母集団全体の特性を評価する目的をもたない試査である（監
　査基準委員会〔2002〕6項）。本文中で取り上げている試査はこのうちのサンプリングによる試査であり、
　TOTを行う場合に用いられる。一方、特定項目抽出による試査は、期末の財務諸表項目の監査を行う場合
　に用いられることが多い。
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るものである。
　財務諸表項目の監査には、また財務諸表の表示と開示の妥当性の監査もふくまれる。これは、財
務諸表に記載されている科目や金額が財務諸表等規則や会社計算規則などに準拠して適切に区分さ
れ、正しく表示されているかどうかを検証する監査である。
　以上の2つの監査は監査意見に直結するものであり、実在性、網羅性、権利と義務の帰属、評価
の妥当性、期間配分の適切性および表示の妥当性等が監査要点として設定される。
　財務諸表項目の監査の目的の3番目は、利害関係者の投資判断を誤らせないように、利害関係者
に提供される被監査会社の後発事象や継続企業の前提などの情報の適切性を検証するものである。
これらは、上記の2つの監査とは異なって、監査人の監査意見を構成する要素となるものではなく、
あくまでも監査人による利害関係者への情報提供である。これらの情報は追記情報として監査報告
書に記載される。
3．分解・分割と財務諸表の適正性の立証
　監査人が行うべき最終の目標は、「財務諸表は、被監査会社の財政状態、経営成績およびキャッ
シュ・フローの状況を適正に表示している。」という命題を立証することである。
　しかし、前述のとおり、監査人は、財務諸表全体をまとめて直接的に適正性を立証することはで
きない。このため、財務諸表を数十種類の勘定科目に分解してこれを立証すべき単位として設定す
るか、またはそれでも大きすぎる場合には、勘定科目をさらに分解した内訳明細表、計算シート、
あるいは伝票などの各種帳票を直接の監査対象として監査を実施する。
　また、適正性についても、その概念があまりにも大き過ぎかつ抽象的過ぎるためこれを直接的に
立証することはできない。このため適正性命題を分割し、立証すべき小命題としての個別的・具体
的な監査要点を設定する。そして、この具体的な監査要点を勘定科目ごとに立証しようとする。
　以上のことから、監査人は、勘定科目または各種帳票を立証対象として、設定された監査要点を
立証するという監査手法を採用することになる。
　図で示せば次の《図表4》のとおりである。
17）　ここでいう利益操作とは、いわば非合法的な利益操作であり、粉飾決算になるものである。利益操作には、
　いわば合法的な利益操作もある。たとえば、所有する株式の売却益を得ようとして株価の高いタイミング
　を見計らって株式を売却するとか、ある一定の売上高を確保するために大セールを行うとかである。これ
　らも明らかな利益操作ではあるが、会計政策の一環であり、合法的なものとして認められている。本稿で
　は粉飾決算との関係で非合法的な利益操作だけを取り上げる。
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《図表4》財務諸表の適正性の立証と勘定科目への分解および監査要点への分割
財務諸表は、被監査会社の財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況を適正に表示している
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　《図表4》では、被監査会社の財務諸表を「財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況」
を示す3つの「財務表」に分解し、これらをさらに3つの財務表を構成する「勘定科目」に分解し
て検証することを示している。「適正」概念については、各監査要点への分割として示している。
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なお、勘定科目の適正性の判定については後掲の《図表5》で示している。
第4節　検出事項と財務諸表の適正性
1．検出事項の集計結果と勘定科目の適正性
　監査人は、勘定科目や各種帳票に係る監査要点の立証過程において、虚偽の表示、すなわち監査
要点への阻害事項としての検出事項を発見することがある。つまり、勘定科目や各種帳票に係る監
査要点のすべてが完全に立証し得るとは限らない場合がある。しかし、仮に検出事項が発見された
としても、監査人はその検出事項を集計した結果を判断して各勘定科目の適正性を判定する。すな
わち、監査人は、立証しやすいように勘定科目をいったん各種帳票に細分解して立証活動を行うが、
立証の結果発見した検出事項を集計してもとの1つの勘定科目全体としての検出事項を示し、その
うえで当該勘定科目の適正性を検討するという作業を行うのである。その結果、もし監査人が、発
見した検出事項の集計結果を当該勘定科目の適正性を阻害するほどには重要ではないと確信し判断
すれば、当該科目は検出事項を除き適正であるということになる。しかし、監査人が、検出事項の
集計結果は当該科目の適正性を阻害するほど重要であると確信し判断すれば、当該科目は適正では
ないということになる。こうして、監査の過程において監査人が得た確信の程度を監査人の心証18）
という。
　この場合、監査人の重要性の判断基準は、監査人自身が設定した財務諸表項目レベルの重要性の
基準値である。したがって、発見された検出事項を集計した結果が監査人が設定した当該科目にお
ける財務諸表項目レベルの重要性の基準値未満であれぼ、監査人は当該科目は検出事項を除き適正
であると判定することになる。つまり、実在性や正確性が完全に立証できたとは必ずしもいえない
としても、検出事項の集計結果が当該科目の重要性の基準値内に収まっていれば、結論として、当
該科目は検出事項を除き適正であると判定するのである。当然ながら、検出事項の集計結果が重要
性の基準値以上になれぼ、当該勘定科目は不適正であると判定することになる。
　このように、各勘定科目の適正性を立証するということは、監査人が発見した検出事項の集計結
果を監査人自身が設定した財務諸表項目レベルの重要性の基準値と比較して判断した結果、検出事
項の集計結果は重要性の基準値という監査人が許容し得る範囲内に収まっていると監査人が判定す
ることである。
　以上をまとめると次の《図表5》のようになる。
18）　勘定科目の適正性と監査人が得た確信の程度との関係については別稿を予定している。
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《図表5》勘定科目の適正性の判定
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2．検出事項の再集計結果と財務諸表の適正性
　監査人は、すべての勘定科目の監査を終了したあと、発見した検出事項を改めて集計する。そし
て、この検出事項の再集計結果を監査人自身が設定した財務諸表全体レベルの重要性の基準値と比
較して監査意見を表明する。
　もし、検出事項の再集計結果が監査人が設定した財務諸表全体レベルの重要性の基準値未満に収
まっていれば、監査人は、その検出事項の再集計結果は財務諸表全体の適正性を阻害するほどには
重要ではないと判定し、結論として財務諸表は全体として適正であるという旨の監査意見を表明す
ることになる。逆に、監査人が、検出した事項の再集計結果は財務諸表全体レベルの重要性の基準
値以上であると判定した場合には、当該財務諸表は不適正であるということになる。
　この場合、財務諸表は全体として適正であるという旨の監査意見を表明できるのは、発見された
検出事項の再集計結果が監査人が設定した財務諸表全体レベルの重要性の基準値未満に収まってい
る場合である。つまり、監査人は、監査の結果発見した検出事項の再集計結果を財務諸表の適正性
に対する阻害事項として認識し、そのうえで、この阻害事項を総括的に吟味し、評価し、そしてそ
の結果として、当該阻害事項は重要性が乏しいと確信し判断できれば、財務諸表は適正であると判
定して財務諸表全体についての適正意見を表明するのである。逆に、監査人が阻害事項を総括的に
評価した結果、当該阻害事項は重要であると確信し判断したときには、不適正意見を表明すること
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になる。
　こうしたことから、監査人が財務諸表の適正性に関する監査意見を表明できるのは、監査人が表
明する監査意見が適正意見か不適正意見かを問わず、阻害事項の重要性に関して監査人が十分な根
拠を得られた場合である。監査において監査人が得た根拠のうち、とくに、監査人の監査意見表明
に関して監査人が得た根拠を「合理的な基礎」という。監査基準の第四　報告基準・一基本原則3
が、「監査人は、監査意見の表明に当たっては、監査リスクを合理的に低い水準に抑えた上で、自
己の意見を形成するに足る合理的な基礎を得なければならない。」としているゆえんである。
　以上をまとめると次の《図表6》のようになる。
《図表6》財務諸表の適正性の判定
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3．正当な注意の発現
　以上のようにして、監査人は、監査手続を適用して十分かつ適切な監査証拠を入手した結果、検
出事項という監査要点に対する阻害事項を発見する。しかし、阻害事項があったとしてもその重要
性が乏しけれぼ勘定科目の適正性が立証される。そして、すべての勘定科目に係る検出事項が集計
されて監査意見表明のための合理的な基礎が形成され、そして最終的に財務諸表は全体として適正
であるという旨の監査意見が表明されるのである。この間、監査人は、監査要点の設定、監査手続
の適用、十分かつ適切な監査証拠の入手と評価、検出事項の集計と勘定科目の適正性の立証、検出
事項の再集計と合理的な基礎の形成、そして監査意見の表明等々、さまざまな監査業務を実施し、
その過程においてさまざまな判断を下さなければならない。
　こうした監査業務実施のなかで、すべての監査局面において求められる監査人の人的要件が正当
な注意の基準である19）。監査人は、さまざまな監査局面において正当な注意を払って監査業務を実
施しなければならないが、これはまた同時に、正当な注意を払って実施された監査業務は、十分か
つ適切な監査証拠を入手するための最適な監査手続の選択と適用、監査要点の立証に関する適切な
19）　正当な注意の基準は監査基準の一般基準で規定されてはいるものの、監査実施の局面と監査報告の局面
　の両方を網羅する基準ともなっている。っまり、正当な注意を、監査業務の実施にあたっての具体的な注
　意事項とした基準が、監査実施の局面では実施基準であり、監査報告の局面では報告基準であると考える
　ことができる（長吉〔2007〕p．123）。
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判断、会計処理のGAAPへの準拠性の立証と検出事項の認定、そして適切な監査意見の表明へと
っながっていくのである。こうして、監査人が最善をつくして監査業務を実施することは、監査業
務実施の全過程を通じて正当な注意を発現することであり、その結果、監査資源の最適配分をもた
らすことになる。
第5節むすび
　以上、本稿においては、監査証拠と監査要点の意義および内容について検討したうえで、立証す
べき監査対象の分解と立証命題の分割という監査独自の検証の仕方について考察し、これらを踏ま
えたうえで、監査証拠、監査要点および合理的な基礎の三者の相互関係について検討した。
　まず、監査証拠の意義における十分性と適切性について、監査基準委員会〔2006c〕は監査要点
との関係を示していないが、監査要点との関連において十分性と適切性を考えるべきであることを
指摘した。また、監査基準が示した監査要点とJICPAが示した監査要点を列挙し、これらの監査
要点にはいずれもGAAPへの準拠性と取引記録の信頼性に関する監査要点が設定されていないが、
監査人が「財務諸表がGAAPに準拠して適正に作成されている」という最終的な命題を立証する
ためには、まず、個々の会計処理のGAAPへの準拠性を立証する必要があることと、期中におい
てTOTを実施する際には取引記録の信頼性という監査要点が必要不可欠であることから、これら
の2つの監査要点も設定すべきであったと指摘した。
　次いで、監査の検証の仕方について、監査人が最終的に立証すべき財務諸表という監査対象をそ
の構成要素である小さな勘定科目に分解することと、適正性という最終的な立証命題を個別的・具
体的な小命題としての監査要点に分割するという監査独自の検証の仕方を示した。
　すなわち、監査人は、検証の仕方として、まず、分解された勘定科目を立証対象とし、分割され
た監査要点を立証するという監査手法を採用する。そして、監査人は、その分解されたすべての勘
定科目を監査した結果、検出した事項を集計してその集計結果を監査人自身が設定した財務諸表項
目レベルの重要性の基準値と比較して判断し、当該勘定科目の適正性を判定する。ここにおいては、
監査手続を実施して入手した監査証拠が立証の根拠となる。次に、監査人は、すべての勘定科目の
監査を終了したあと、発見したすべての検出事項を改めて集計し、その再集計結果を監査人自身が
設定した財務諸表全体レベルの重要性の基準値と比較して判断し、財務諸表の適正性を判定する。
　監査人は、以上のような監査の仕方によって財務諸表の適正性を判定するが、その監査独自の検
証を行う過程で財務諸表の適正性の判定に関する根拠を得る。監査人がこうして得た根拠のうち、
とくに監査意見表明に関して得た根拠を「合理的な基礎」というのである。
　こうした「合理的な基礎」の概念にっいては、従来、必ずしも十分理論的に解明されてきたとは
いいがたい。しかし、合理的な基礎という概念は、監査人による財務諸表監査の最終目的である監
査意見の形成に直結するものであるだけに、その理論的意義にっいてはとくに明確にしておく必要
がある。本稿は、かかる重要な意義をもつ「合理的な基礎」にっいて新しい解釈を試みたものである。
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